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地方の可能性

たとえば、六次産業化



出典：平成23年版食料・農業・農村白書
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経営耕地面積10ａ以上の農業を営む世帯または農産物販売金額が年間15万円以上ある世帯

販売農家 経営耕地面積30ａ以上または農産物販売金額が年間50万円以上の農家

主業農家 農業所得が主（農家所得の50％以上が農業所得）で、１年間に60日以上自営農業に従事している65歳未満の世帯員が
いる農家

準主業農家 農外所得が主（農家所得の50％未満が農業所得）で、１年間に60日以上自営農業に従事している65歳未満の世帯員が
いる農家

副業的農家 １年間に60日以上自営農業に従事している65歳未満の世帯員がいない農家（主業農家及び準主業農家以外の農家）

自給的農家 経営耕地面積が30ａ未満かつ農産物販売金額が年間50万円未満の農家

土地持ち非農家 農家以外で耕地及び耕作放棄地を５ａ以上所有している世帯

主副業別販売農家数等の推移



出典：農水省HP （http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/pdf/2007foreign-country-suii.pdf）

国別食料自給率（カロリーベース、日本2010年度、その他2007年）



資料：ＦＡＯ（国際連合食糧農業機関）統計データより算出
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出典：平成23年版食料・農業・農村白書

耕作放棄地面積の推移
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資料：ＦＡＯ（国際連合食糧農業機関）統計データより作成

国別農業生産額（2009年）

（億USドル）



地域再発見プロジェクト



六次産業化～「加工への挑戦】



六次産業化への課題

・商品製造に関する表示

・規格外野菜果物、きずもの

・製造の衛生管理、品質管理

・販路を考えた完成イメージ

・消費者を考えた最終イメージ

・輸出も考慮した認証制度



ダイバーシティ時代における

女性労働力のポテンシャル



23

年齢別女性就業率



年齢別就業率（男女比較） （2010年）
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女性の年齢別就業率の国際比較（2009年）
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＜認可保育所の待機児童数と利用率＞

厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ（H23.4.1)より

待機児童数は 2007年以来4年ぶりに対前年で減少するも、未だに25,000人を超える規模に
なっている

利用率

待機児童及び認可保育所の状況①

都市部で多く発生

＜エリア別の状況＞
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利用しやすい場所に保育所を開設するために

（例１）面積基準

保育所等の面積基準は「児童福祉施設最低基準」により最低基準が全国で一律に規定

乳児室１．６５㎡/人 ほふく室３．３㎡/人 保育室１．９８㎡/人 （更に自治体が付加基準を定めているケースあり）

しかし、地価が高く大きな面積が確保できない都市部とそれ以外の地域では確保できる面積が異なる

→待機児童の多い都市部での開設が困難に

（例２）避難経路

避難は「徒歩」で「地上」におりることが原則

避難用エレベーターでの避難や屋上避難など、基準に該当しないものは避難経路としては認められない

→高層階での開設が困難に

１ 法令関係

認可保育所の施設基準は「児童福祉施設最低基準」に基づいているが、

この基準は、人が密集した都市空間においては、適用が難しいケースが多く発生している



→定員割れの保育所を利用しやすくするために、送迎保育ステーションを活用

待機児童が多く発生している反面、定員割れの保育園も多数生じている

送迎保育ステーションは、早朝や夜間、駅前などの利便性
のよいところで児童を預かり、そこから入所している各保育
所に児童をバスで送迎する拠点となる施設

児童を朝預かった後にマイクロバスなどで指定の保育所に
送り、夕方再び各保育所から児童を迎えて保護者が迎え
に来園するまで延長保育も実施する

電車通勤の子育て家庭をサポートできるとともに、駅から
遠いことにより定員割れが発生している保育所に関しても
送迎保育ステーションを活用することで入園を促進できる

既存施設を利用しやすくするために ～送迎保育ステーションの整備推進～



働きやすい時代づくりへ

・保育園というハードだけでない選択肢の多さを

・年齢を問わない仕事への参加のしくみ

・企業、民間の活用の拡大

・まずは人口の半数の女性の活用から


